
栗東市社会福祉施設等原油価格・物価高騰対策支援金支給要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、原油価格及び物価高騰のため電気代等の燃料費の負担が増えた社会福祉施設

等の運営を支援するため、栗東市社会福祉施設等原油価格・物価高騰対策支援金（以下「支援金」

という。）を予算の範囲内で支給することに関し、栗東市補助金等交付規則（昭和６３年栗東町

規則第１１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（支給対象事業者） 

第２条 支援金の支給対象となる事業者（以下「支給対象事業者」という。）は、障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）による指定を受け

市内で障害福祉サービス及び計画相談支援を提供する事業者、児童福祉法（昭和２２年法律第１

６４号）による指定を受け市内で障害児通所支援及び障害児相談支援を提供する事業者又は介護

保険法（平成９年法律第１２３号）による指定又は許可を受け市内で介護サービスを提供する事

業者であって、令和５年１月１０日以後も別表第１に掲げる障害福祉サービス又は別表第２に掲

げる介護サービスを実施しているものとする。この場合において、障害福祉サービス及び介護サ

ービスの一体型サービスを実施している事業者は、いずれかのサービスを実施する事業者とみな

す。 

２ 同一法人が経営する支給対象事業者が複数ある場合は、当該法人を一の支給対象事業者とする。 

（支援金の支給額） 

第３条 支援金の支給額は、別表第１及び別表第２に掲げるサービス種別毎の基準単価に単位数を

乗じて得た額とする。ただし、令和４年１０月１日以後に開設した事業所は、当該支給額を２分

の１に減額する。 

（支援金の支給申請等） 

第４条 支援金の支給を受けようとする支給対象事業者は、栗東市社会福祉施設等原油価格・物価

高騰対策支援金支給申請書兼請求書（別記様式第１号）に、申請事業所一覧表（別記様式第２号）

を添えて、令和５年２月２８日までに市長に提出しなければならない。 

２ 支援金の支給申請は、１事業者につき１回限りとする。 

（支援金の決定等） 

第５条 市長は、前条第１項の規定による申請及び請求があったときは、その内容を審査し、支援

金の支給の可否及び支給額を決定し、当該事業者に対し、栗東市社会福祉施設等原油価格・物価

高騰対策支援金支給可否決定通知書（別記様式第３号）により通知するとともに、速やかに支援



金を支給する。 

（実績報告） 

第６条 規則第１３条に規定する実績報告については、第４条第１項の規定による支援金の申請及

び請求によりなされたものとみなす。 

（支援金に関する周知等） 

第７条 市長は、支援金の支給にあたり、支給対象事業者の要件、申請の方法、申請受付開始日そ

の他の事業の概要について、広報その他の方法により事業者への周知を行う。 

（不当利得の返還） 

第８条  市長は、支援金の支給を受けた後に支給対象事業者の要件に該当しないことが明らかとな

った事業者又は偽りその他不正の手段により支援金の支給を受けた事業者に対して、支援金の返

還を求める。 

（受給権の譲渡又は担保の禁止） 

第９条 支援金の支給を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供してはならない。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、支援金の支給に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この告示は、令和４年１２月２３日から施行し、令和４年度の補助金から適用する。 

（この告示の失効） 

２ この告示は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。 

別表第１（第２条、第３条関係） 

サービス種別 基準単価（単位：円） 単位 

施設入所支援 ５，０００ 定員数 

療養介護（障害児入所施設） ５，０００ 定員数 

共同生活援助 ２，０００ 定員数 

短期入所（単独型・併設型） ２，０００ 定員数 

生活介護 ２，０００ 定員数 

宿泊型自立訓練 ２，０００ 定員数 

自立訓練（機能訓練） ２，０００ 定員数 



自立訓練（生活訓練） ２，０００ 定員数 

就労移行支援 ２，０００ 定員数 

就労継続支援（Ａ型） ２，０００ 定員数 

就労継続支援（Ｂ型） ２，０００ 定員数 

自立生活援助 ２，０００ 定員数 

放課後等児童デイサービス ２，０００ 定員数 

児童発達支援 ２，０００ 定員数 

居宅介護 ４０，０００ 事業所数 

重度訪問介護 ４０，０００ 事業所数 

同行援護 ４０，０００ 事業所数 

行動援護 ４０，０００ 事業所数 

自立生活援助 ４０，０００ 事業所数 

居宅訪問型児童発達支援 ４０，０００ 事業所数 

保育所等訪問支援 ４０，０００ 事業所数 

計画相談支援（利用者が５０人未満の場合） ８，０００ 事業所数 

計画相談支援（利用者が５０人以上１００人未

満の場合） 
１６，０００ 事業所数 

計画相談支援（利用者が１００人以上の場合） ２４，０００ 事業所数 

障害児相談支援（利用者が５０人未満の場合） ８，０００ 事業所数 

障害児相談支援（利用者が５０人以上１００人

未満の場合） 
１６，０００ 事業所数 

障害児相談支援（利用者が１００人以上の場合） ２４，０００ 事業所数 

別表第２（第２条、第３条関係） 

サービス種別 基準単価（単位：円） 単位 

介護老人福祉施設 ５，０００ 定員数 

介護老人保健施設 ５，０００ 定員数 

介護療養型医療施設 ５，０００ 定員数 

介護医療院 ５，０００ 定員数 

認知症対応型共同生活介護 ５，０００ 定員数 



地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 ５，０００ 定員数 

養護老人ホーム ５，０００ 定員数 

通所介護 ２，０００ 定員数 

通所リハビリテーション ２，０００ 定員数 

短期入所生活介護 ２，０００ 定員数 

地域密着型通所介護 ２，０００ 定員数 

認知症対応型通所介護 ２，０００ 定員数 

訪問介護 ４０，０００ 事業所数 

訪問入浴介護 ５０，０００ 事業所数 

訪問看護 ４０，０００ 事業所数 

居宅介護支援（利用者が５０人未満の場合） ８，０００ 事業所数 

居宅介護支援（利用者が５０人以上１００人未

満の場合） 
１６，０００ 事業所数 

居宅介護支援（利用者が１００人以上の場合） ２４，０００ 事業所数 

小規模多機能型居宅介護 ６２，０００ 事業所数 

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） ７９，０００ 事業所数 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 １６，０００ 事業所数 

 



別記 

様式第１号(第４条関係) 

【区分】（いずれかにチェック） 

□障害福祉サービス 

□介護サービス 

   年   月   日 

 

栗東市社会福祉施設等原油価格・物価高騰対策支援金支給申請書兼請求書 

 

栗東市社会福祉施設等原油価格・物価高騰対策支援金交付要綱第４条第１項の規定により以下の

とおり申請（請求）します。 

 

栗東市長 宛 

申請者 住 所  

法人名 

代表者職・氏名       ㊞ 

 

支給申請額（請求額）                 円 

 

支援金は、下記の振込先情報に記載の口座に振り込んでください。 

  

【振込先情報】 

金融機関コード  金融機関名  

支店番号  店名  

預金種類 １．普通  ２．当座（数字に丸をつけてください。） 

口座番号  

カナ  

口座名義人  



様式第２号（第４条関係） 

申請事業所一覧表 

【区分】（いずれかにチェック） 

□障害福祉サービス 

□介護サービス 

 法人名             

通番 事業所等名

称 

事業所番号 サービス種別 所在地 定員数 申請額

（円） 

１    栗東市   

２    栗東市   

３    栗東市   

４    栗東市   

５    栗東市   

６    栗東市   

７    栗東市   

８    栗東市   

９    栗東市   

１０    栗東市   

１１    栗東市   

１２    栗東市   

１３    栗東市   

１４    栗東市   

１５    栗東市   

１６    栗東市   

１７    栗東市   

１８    栗東市   

１９    栗東市   

２０    栗東市   

 



【申立事項】下記のとおり相違ないことを確認のうえ、チェックボックスをチェックしてください。

全ての項目がチェックされないと申請できません。 

□申請する事業所については、令和５年１月１０日時点において当該事業所においてサービス提供

を行っています。 

□この支援金における障害福祉サービス及び介護サービスの区分において、同一事業所の申請を行

っていません。 

□この支援金における収入及び支出等に係る証拠書類を５年間適切に整備し保管します。 

□区分、サービス種別、申請金額等の申請内容に相違ありません。 



様式第３号（第５条関係） 

 

栗東市社会福祉施設等原油価格・物価高騰対策支援金支給可否決定通知書 

 

第       号 

年   月   日 

 

 様 

 

栗東市長            印  

 

年  月  日付けで申請（請求）のあった栗東市福祉施設等原油価格・物価高騰対策支援金

の支給の可否について下記のとおり決定したので、栗東市福祉施設等原油価格・物価高騰対策支援

金支給要綱第５条の規定により通知します。 

 

記 

 

申請（請求）者 法人名  

代表者職・氏名  

住所  

支給の可否 可    ・    否 

支給内容 区分  

支援金の額 金         円 

理由（否の場合）  

 


